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今後の労働市場の動向について
-労働市場の未来推計2035(2024年10⽉17⽇発表)の結果から-

2025年3⽉6⽇

阿部正浩（ 中央⼤学）
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背景 本プロジェクトの社会的意義

労働⼒不⾜ ＝ 労働需要 ー 労働供給
「企業が必要とする総労働⼒」から「労働市場に参加している者が供給できる最⼤の総労働⼒」
を差し引いた需給ギャップ

＜労働⼒不⾜が職場環境にもたらす影響＞
残業増加・休暇取得数の減少、従業員の働きがいや意欲低下、能⼒開発機会の減少、
メンタルヘルスの悪化などによる休職者・離職者の増加、従業員間の⼈間関係の悪化、 etc.

※厚⽣労働省「令和元年版 労働経済の分析」より

＜本プロジェクトの意義＞

国や企業にこの先の労働⼒不⾜の状況を認識してもらい、
早期に適切な⾏動変容を促すこと
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背景 コロナ収束後、再び深刻さを増す労働⼒不⾜
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（出所）帝国データバンク「⼈⼿不⾜倒産の動向調査」より作成

（件）

⼈⼿不⾜倒産
法的整理（倒産）となった企業のうち、従業員の離職や採⽤難等によ
り
⼈⼿を確保できなかったことが要因となった倒産

（年
度）
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背景 コロナ収束後、再び深刻さを増す労働⼒不⾜

雇⽤⼈員判断D.I.
プラス：⼈⼿が過剰と考えている企業の割合の⽅が多い
マイナス：⼈⼿が不⾜していると考えている企業の割合の⽅が多い

（「過剰」-「不
⾜」）
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（出所）⽇本銀⾏「全国企業短期経済観測調査」より作成
（年
）

⼈⼿不⾜

⼈⼿過剰
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就業者数 【⼈⼿】

労働⼒をマンベースでみるか、マンアワーベースでみるか

両者は同じ傾向か︖
（万
⼈）

延週間就業時間 【⼈⼿×時間】
（万時
間）

（出所）総務省「労働⼒調査」（※２０１１年は⽋損）
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労働⼒をマンベースでみるか、マンアワーベースでみるか

（２０００年＝１
００）

（出所）総務省「労働⼒調査」（※２０１１年は⽋損）より作成
2000年 → → →

→
2023年

ギャップが拡⼤しているのはなぜか︖
↓

◆就業者の多様化
◆労働時間の減少
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⼥性の
就業構成⽐ 増加

60歳以上の
就業構成⽐ 増加
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（出所）総務省「労働⼒調査」より作成

性別・年代別の就業者構成⽐の⽐較
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性別、年代すべての層の
労働時間が減少
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（出所）総務省「労働⼒調査」（※２０１１年は⽋損）より作成

性別・年代別の週間労働時間の⽐較
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2023年時点の労働⼒不⾜は何時間︖
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推計モデルの概念図

本推計では、以下の通り、「労働需要ブロック」「労働供給ブロック」「需給調整ブロック」の3ブロックで
構成された予測モデルを使⽤した。
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将来推計⼈⼝（⽇本⼈＋外国⼈）参考

⽇本の⼈⼝は、２０２３年時点の１億２,４３５万⼈に対して、２０３０年：１億2,012万⼈→２０３５年：１
億1,664万⼈と減少していく⾒込み。内訳をみると、６５歳以上の⼈⼝は増加していき、⾼齢化率（総⼈⼝に占
める６５歳以上⼈⼝の割合）は２０３５年時には３２％まで上昇する。

将来推計⼈⼝（⽇本⼈＋外国⼈）

※ 出所：2023年は総務省「⼈⼝推計」、２０３０年と２０３５年は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（令和５年推計）」の出⽣中位・死亡中
位推計
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経済成⻑率参考

※出所：内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（令和６年１⽉２２⽇経済財政諮問会議提出）
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2035年にどのくらいの
労働⼒不⾜となるか？
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２０３５年、⽇本では１⽇あたり１,７７５万時間の労働⼒不⾜が⾒込まれる。
これは、働き⼿３８４万⼈分の労働⼒不⾜に換算され、２０２３年よりも1.85倍深刻になる。

推計結果 ２０３５年の労働⼒不⾜

※ 本シミュレーションの経済成⻑：内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（令和６年１⽉２２⽇経済財政諮問会議提出）中の、ベースラインケース（全要
素⽣産性上昇率が直近の景気循環の平均並みで将来にわたって推移するシナリオ）を前提

※ 本シミュレーションの⼈⼝動態：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（令和５年推計）」中の、出⽣中位・死亡中位推計の結果を前提
＊1 外国⼈就業者含む、完全失業者除く
＊2 本推計で導出された2035年の就業者1⼈あたり労働時間で割ることで算出 ＊3 2023年の労働⼒は1⽇あたり960万時間不⾜
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就業者数（労働供給）は、２０２３年時点の６,７４７万⼈に対して、
２０３０年：６,９５９万⼈→２０３５年：７,１２２万⼈と増加していく⾒込み。
内訳をみると、６０歳未満の就業者は減少傾向であり、６０歳以上の就業者は増加傾向である。

推計結果 就業者数の推移

就業者数（労働供給）の推移

※ 出所：2023年（実績）は総務省「労働⼒調査」、２０３０年と２０３５年は本推計結果
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性年代別にみた２０３５年の労働⼒率（労働参加率）は、２０２３年時点から全体的に上昇していく⾒込み。
⼥性の労働⼒率の上昇幅が⼤きく、特に⼥性60代は20pt以上の上昇⾒込み。

推計結果 性年代別の労働⼒率

男性の労働⼒率 ⼥性の労働⼒率

※ 出所：２０２３年（実績）は総務省「労働⼒調査」、２０３５年は本推計結果
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外国⼈就業者数（労働供給）は、２０２３年時点の２０５万⼈に対して、
２０３０年：３０５万⼈→２０３５年：３７７万⼈と増加していく⾒込みである。

推計結果 外国⼈就業者数の推移

外国⼈就業者数（労働供給）の推移

※ 出所：２０２３年（実績）は、厚⽣労働省「『外国⼈雇⽤状況』の届出状況まとめ（令和５年１０⽉末時点）」、２０３０年と２０３５年は本推計結果
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就業者１⼈あたりの年間労働時間は、２０２３年の１,８５０時間に対して、
２０３０年：１,７７６時間→２０３５年：１,６８７時間と減少していく⾒込みである。

推計結果 就業者１⼈あたりの年間労働時間の推移

就業者１⼈あたりの年間労働時間の推移

※ 出所：２０２３年（実績）は、総務省「労働⼒調査」 （「延週間就業時間」×「５２（週）」÷「就業者数」で算出）、２０３０年と２０３５年は本推計結
果
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名⽬賃⾦（時給）は、２０３０年：１,９８１円→２０３５年：２,０２３円と上昇していく⾒込み。
⼀⽅、実質賃⾦（時給）*は、２０３０年：１,７２５円→２０３５年：１,６９３円と減少していく⾒込みであ
る。
*消費者物価指数に基づく物価変動の影響を差し引いて算出される賃⾦指数

推計結果 賃⾦（名⽬賃⾦、実質賃⾦）の推移

名⽬賃⾦（時給）、実質賃⾦（時給）、消費者物価指数の推移

※ 出所：２０２３年（実績）の名⽬賃⾦・実質賃⾦は、厚⽣労働省「賃⾦構造基本調査」（算出⽅法は以下）、２０３０年と２０３５年の名⽬賃⾦・実質賃⾦
は本推計結果

・名⽬賃⾦ = 所定内給与額 ÷ 所定内労働時間／・実質賃⾦ = 名⽬賃⾦ ÷ 消費者物価指数/１００
※ 消費者物価指数は２０２０年基準（２０２０年を１００とした場合の数値を表⽰）。また、20３０年と２０３５年の消費者物価指数は、内閣府「中⻑期の経

済財政に関する試算」（令和6年1⽉22⽇経済財政諮問会議提出）のベースラインにおける物価上昇率をもとに算出。なお、資料に掲載されているデータは２
０３３年までの将来想定のため、２０３４年と２０３５年も２０３３年同様の物価上昇率とした
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２０３５年における産業別の労働需要、労働供給、労働⼒不⾜を推計した。

推計結果 ２０３５年の労働⼒不⾜の状況（産業別）

【算出⽅法】
• 労働供給・需要：総務省「労働⼒調査」における直近15年分のデータを⽤いて、産業別就業者数の推移を基に２０３５年の産業別就業者数シェアを算出。そ

のシェアを全体の労働供給に乗じて、産業別の労働供給を算出。その後、産業別の労働⼒不⾜と労働供給を⽤いて、産業別の労働需要を算出
• 労働⼒不⾜：厚⽣労働省「雇⽤動向調査」における、2009年からの未充⾜求⼈数のデータを⽤いて、産業別未充⾜求⼈数の推移を基に２０３５年の産業別未
充⾜求⼈数シェアを算出（⼀部の産業データは厚⽣労働省「⼀般紹介求⼈」の新規求⼈数のデータを利⽤）。そのシェアを全体の労働⼒不⾜に乗じて、産業
別の労働⼒不⾜を算出

産業別｜２０３５年の労働需要、労働供給、労働⼒不⾜
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２０３５年における職業別の労働需要、労働供給、労働⼒不⾜を推計した。

推計結果 ２０３５年の労働⼒不⾜の状況（職業別）

【算出⽅法】
• 労働需要・供給：総務省「労働⼒調査」の2023年データより、産業別・職業別の就業者数シェアを算出。前⾴で提⽰した産業別の労働需要・供給に対して、

産業別・職業別の就業者数シェアを乗じ、⽇本標準職業分類の職業単位で合算して職業別の労働需要・供給を算出。なお、職業区分の定義は報告書内の
Appendix参照

• 労働⼒不⾜：上記の職業別の労働需要、労働供給を⽤いて算出

職業別｜２０３５年の労働需要、労働供給、労働⼒不⾜
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本プロジェクトで検討したシナリオに基づく労働⼒不⾜解決のヒントをまとめる。

サマリー 労働⼒不⾜解決のヒント

〈⽣産性の向上〉
「ポテンシャル」への積極的投資

〈労働⼒の増加〉

「ショートワーカー」の活躍機会の創
出

593万時間／⽇ 労働⼒増

就業希望のシニア全員が就業継続できたならば

518万時間／⽇ 労働⼒増

パートタイム就業者の就業調整が緩和されたならば

290万時間／⽇ 労働⼒増
副業希望の就業者が副業を⾏ったならば

853〜1,438万時間／⽇相当
労働⼒増

２０３５年までに従業員1⼈あたりの教育訓練費⽤
が増えたならば

398〜2,450万時間／⽇相当
省⼒化

２０３５年まで⽣成AIを活⽤し続けたならば

22
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n ⽇本では⼈⼝減少が着実に進んでおり、労働⼒不⾜への関⼼が⾼まり続けている。これまでは、
労働⼒不⾜を「⼈⼿不⾜」と捉える傾向にあったが、この考え⽅では正確な労働⼒を測れない。
時間にしばられない柔軟な働き⽅が当たり前になることを視野に⼊れて、労働市場の推計や施策
の検討においては、「（働く）⼈数×時間」の観点で捉えることが重要である。

n 本プロジェクトでは、２０３５年には多くの個⼈が労働参加するが、１⽇あたり１,７７５万時間
の労働⼒が不⾜する⾒通しとなった。この問題を解決するための主な⽅向性は、「①労働⼒の増
加」と「②⽣産性の向上」の２点である。具体的には、①シニア就業者やパートタイム就業者、
副業希望の就業者など、多様なショートワーカーの「働きたい」に基づく労働市場の整備、②⼈
的資本投資や新たなテクノロジーを活⽤した労働⽣産性の向上が必要だ。労働⼒不⾜が⽣じるメ
カニズムをおさえた上で、それぞれの型に合った施策が検討されるべきだろう。

本プロジェクトの結果が、適切な労働⼒不⾜対策を考える際の基礎資料になれば幸いである。

提⾔ 「労働市場の未来推計2035」プロジェクトからの提⾔

23

Copyright © PERSOL RESEARCH AND CONSULTING CO., LTD. All Rights Reserved. 24パーソル総合研究所×中央⼤学 「労働市場の未来推計2035」

参考

最低賃金の影響について

24
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最低賃⾦が2023年の⽔準（1004円)で35年まで⼀定とした場合と標準シナリオとで労働⼒率を⽐較すると、男
性では⾼齢者層、⼥性では若年者層と30歳-40歳台で差が認めら、最賃の労働⼒率を押し上げ効果が確認でき
る。

参考 最低賃⾦が2023年から⼀定とした時の労働⼒率

男性の労働⼒率 ⼥性の労働⼒率
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標準シナリオでは384万⼈の⼈⼿不⾜と予測されるのに対して、最低賃⾦が2023年の⽔準で⼀定としたケース
では338万⼈の不⾜にとどまる。

参考 最低賃⾦が2023年から⼀定とした時の⼈⼿不⾜

※ 本シミュレーションの経済成⻑：内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（令和６年１⽉２２⽇経済財政諮問会議提出）中の、ベースラインケース（全要
素⽣産性上昇率が直近の景気循環の平均並みで将来にわたって推移するシナリオ）を前提

※ 本シミュレーションの⼈⼝動態：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（令和５年推計）」中の、出⽣中位・死亡中位推計の結果を前提

最賃23年⼀定 標準シナリオ

労働需要 6899 7505
労働供給 6561 7122
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